
災害への備えについて 

  平成29年度大阪府自主防災組織リーダー育成研修 講義資料 

大阪府危機管理室 
             



講義の要点 

①豪雨災害について 
  九州北部豪雨及び大阪の水害 
     
②地震災害について 
  南海トラフ巨大地震の被害想定等 
 
③自助・共助の重要性と自主防災組織 
 

④府民の皆さまにお願いしていること   
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 ①豪雨災害について 
   九州北部豪雨及び大阪の水害 
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※台風3号が7月4日午前に九州を通過。台風通過直後であり油断があった。（大分県職員より聞き取り） 

（※国土交通省ホームページより引用） 

17：51 福岡県に大雨特別警報発表 

14：10 朝倉市に土砂災害警戒情報発表 
13：14 朝倉市に大雨警報発表 
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1時間に80ｍｍ以上の雨
は大規模な災害が発生す

るおそれが強い 

平成２９年７月５日から６日にかけて、梅雨前
線や台風３号の影響により、西日本で記録的大
雨となった。福岡県朝倉市、大分県日田市では
最大２４時間降水量が統計開始以来最も多く
なり、福岡県、大分県は特別警報が発表された。 
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現地の被災状況 

（※国土交通省ホームページより引用） 

大規模崩壊による土砂ダムと孤立集落 
（一級河川小野川） 

大量の流木・土砂による河川閉塞 
（一級河川白木谷川） 
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（※朝倉市ホームページより引用） 

地区単位防災マップ（朝倉市の取組み） 

住民参加型のワークショップ形式による自主防災マップを作成していた（Ｈ26完） 
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避難所が遠く、避難が難しい場合は、付近の安全な住宅を 
「地元自主避難所」として活用した例もあった。 



地区単位防災マップ（朝倉市山田） 

住民意見で「決壊した場合
浸水の恐れあり」と記載 

決壊したため池 

流木（写真） 
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（※朝倉市ホームページより引用） 



現地の被災状況（福岡県朝倉市山田） 
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ため池決壊による大量の流木流出 

（※府職員撮影） 



地元自主避難所について 
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地元住民により開設される 
緊急時の自主避難所。 
高齢者の多い集落や、 
若い人がいない日中は、 
緊急時に避難所への移動が 
困難となることもある。 

 市指定避難場所 

朝倉市松末地区自主防災マップより 



自然災害(豪雨災害)—大阪周辺で発生した豪雨災害— 
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【平成26年度】8月15日からの大雨 
京都府福知山市の浸水状況 

【平成25年度】台風18号 淀川水系桂川出水状況（京都市嵐山地区）  

平成25年8月 上の川（吹田市） 平成25年9月 天見川（河内長野市） 



自然災害（土砂災害）—大阪で発生した土砂災害— 

 【土石流】 平成25年9月
交野市 前川第一支渓 

 【がけ崩れ】平成25年9月   
 豊能町木代 

 【がけ崩れ】 平成25年4月 
 柏原市 鴈田尾畑 

 【がけ崩れ】 平成25年9月 
 四條畷市 清滝 11 



自然災害（台風と高潮）—過去の3大台風— 
項 目 室戸台風 ジェーン台風 第2室戸台風 

年度 昭和９年 昭和25年 昭和36年 

気圧（hPa） 955 970 937 

総雨量（mm) 22 65 43 

潮位（O.P.+m） 4.2 3.85 4 

浸水面積(ha) 4,291 5,625 3,100 

浸水家屋計(戸)府下 166,720 80,464 126,980 

罹災者数(人) 17,898 21,465 2,165 

死者数(人) 990 221 7 

ジェーン 第2室戸 

室戸 

【浸水深凡例】 

：2～3ｍ 

：1～2ｍ 

：0～1ｍ 

台風経路 

室戸台風による浸水区域 ジェーン台風による浸水区域 第２室戸台風による浸水区域 
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自然災害（台風と高潮）—大阪に上陸した3大台風— 

ジェーン台風による被害状況 大阪市港区市原付近 

第２室戸台風による被害状況 大阪市北区中之島 
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自然災害（台風と高潮）—大阪に上陸した3大台風— 

陸側 海・川側 
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 ②地震災害について 
   南海トラフ巨大地震の被害想定等 
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２０１６年に日本で発生した地震（震度5以上） 

出典：気象庁 平成28年12月地震・火山月報（防災編） 

また、震度１以上の地震も過去10年では２番目に多い(6587回) 
16 

回 



大阪府における直下型の想定地震 

参考） 
野島断層を含む六甲・淡路断層帯の 
阪神・淡路地震発生前の確率 
：0.02～8％ 

③
生
駒
断
層
帯 

想定地震 今後30年以内の発生確率 

①②上町断層帯 2～3％ 

③生駒断層帯 ほぼ0～0.2％ 

④有馬高槻断層帯 ほぼ0～0.03％ 

⑤中央構造線断層帯 0.07～14％ 

注)地震調査研究推進本部(基準日：2016.1.1) 
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南海トラフ 

南海トラフ巨大地震の想定震源域 

南海トラフ巨大地震 
 
新たな想定震源断層域(M9.1) 
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東海・東南海・南海地震の発生状況 

１６０５年 

１７０７年 

１８５４年 

１９４４年 
１９４６年 

２０１Ｘ年 

慶長地震（Ｍ７.９） 

宝永地震（Ｍ８.４） 

安政東海地震(Ｍ８.４) 安政南海地震(Ｍ８.４) 
３２時間差 

２年差 東南海地震(Ｍ７.９) 
南海地震(Ｍ８.０) 

１０２年 

１４７年 

９０年 

空白域 約７０年 

空白域 約１６０年 

南海地震 東南海地震 東海地震 

南海トラフ巨大地震 
今後30年以内に70％の確率で発生 19 



府域では５強から６強の震度を想定 

府域の震度分布 

出典：気象庁HP 
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人的被害（死者） 【平成25年10月 大阪府公表】 

「早期避難率低」の場合(避難開始が発災5分後：20％、15分後：50％、津波到達後あるいは避難しない：30％) 
「避難迅速化」の場合(避難開始が発災5分後：100％) 
 ※冬18時の想定のため、避難開始をそれぞれ5分加算 
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大阪府の津波浸水想定区域 

◆浸水面積：約１１，０００ha(府の面積の約5.8% ※府の面積：約190,500ha) 

ＨＰ 大阪府 津波 検索 

(http://www.pref.osaka.lg.jp/kikikanri/tsunamishinsuisoutei/) 
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気象庁ＨＰより 
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津波の浸水深と津波の速さ 

出典：香川県坂出市ＨＰ 

浸水深 被害の目安 

５ｍ ２階建ての建物(または２階部分まで)が水没する。 

３ｍ 木造家屋のほとんどが全壊する。 

２ｍ 木造家屋の半数が全壊する。 

１ｍ 津波に巻き込まれると死亡する恐れがある。 

0.３ｍ 
大人のすねまで浸かると、動くことができなくなり津波
に流される。子供は膝が浸り、津波に流される。 

100ｍ 10秒の速さ 



地 震 発 生 か ら 

約60分から120分 

で津波の第１波が 

大 阪 府 域 に 到 達 

24 

大阪市 

堺市 

高石市 

泉大津市 
忠岡町 

岸和田市 
貝塚市 

泉佐野市 

田尻町 

泉南市 

阪南市 

岬町 

大和川 

淀川 

関西国際空港 

和歌山市 

神戸市 尼崎市 

西宮市 芦屋市 

津波の到達時間 



液状化可能性の想定 

PL値25～ 278
20～25 84
15～20 85
10～15 111
5～10 112
0～5 86
なし 1,231

単位：㎢ 

※250mメッシュで計算 

大阪府／南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会 
(http://www.pref.osaka.lg.jp/kikikanri/bukai/) 25 



 基本目標： 
「発災による死者数を限りなくゼロに近づけるとともに経済被害を最小限に抑える」を 
究極の目標として設定 
 

 取組期間： 
１０年間（平成27年度～36年度） 
うち集中取組期間３年間（平成27年度～29年度） 

 

 被害軽減目標（津波・浸水等）： 
上記取組期間（３年、10年）において、達成可能と見込む 
被害軽減目標をできる限り定量的に明示 

新・大阪府地震防災アクションプラン（平成27年3月） 

基本方針 ＨＰ 大阪府地震防災アクションプラン 検索 

◇ 基本方針に基づき、目標達成に向け、３つのミッションを設定し、 100のアクションを位置付け 

ミッションⅠ 

巨大地震や大津波から府民の
命を守り、被害を軽減するための、
事前予防対策と逃げる対策 

ミッションⅡ ミッションⅢ 

地震発生後、被災者の「命を
つなぐ」ための、災害応急対策 

「大都市・大阪｣の府民生活
と経済の迅速な回復のための、
復旧復興対策 
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被害軽減目標（津波・浸水等） 
防潮堤の津波浸水対策の推進等、ハード対策により、 
 集中取組期間：『人的被害（死者数）半 減 』 
 取組期間：『人的被害（死者数）９割減』 をめざします。 
加えて、府民のみなさまに迅速かつ安全に避難いただく、 
いわゆる「逃げる」取組みにより、府民のみなさまとともに、 
『人的被害(死者数)を限りなくゼロに近付けること』をめざします。 
  

□防潮堤の津波浸水対策等の緊急的取

組により、 

   ・集中取組期間：『堤防沈下等による

被害(注)をゼロに近づけること』をめざします。 

(注)：地震の揺れによる防潮堤の沈下等により、
津波到達前の潮位（朔望平均満潮位） 

   による浸水により想定される被害 
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施工中（地盤改良工） 

対策完了 

【アクション1】防潮堤の津波浸水対策の推進 
水位 ◆整備の内容 

 想定している津波に対しては、現在の防潮堤や水門等が機能した場合
にはおおむね防ぐことができると考えられるが、南海トラフの地震で防潮堤の
基礎地盤が液状化し、防潮堤が変位・沈下することによる浸水被害を軽
減するため、防潮堤基礎部の液状化層を固化するなどの耐震対策を実施。 

【アクション内容】 
 

・津波による浸水を防ぐため、先行取組みとして、平成26年度から既に防潮堤
の液状化対策を実施している。平成28年度までの３年間（集中取組期間
中）で、第一線防潮堤のうち、「満潮時に地震直後から浸水が始まる危険
性のある防潮堤」の対策を完了。 

 

・続いて、平成30年度までの５年間に第一線防潮堤（津波を直接防御）の
対 策を順に完了させ、平成35年度までの10年間で全対策の完了をめざす。 28 



尻無川水門 正蓮寺川水門 

【アクション2】水門の耐震化等の推進 

【アクション内容】 

・地震発生後に、津波を防御する水門機能を確保するため、先行取組みとして、平成26
年度から水門の耐震補強工事を実施しており、必要な対策を計画的に推進する。 

・三大水門（安治川水門・尻無川水門・木津川水門）の将来のあり方についても、 

 検討を行う。 

○ 耐震補強 

○ 対策工法例 

29 
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【アクション22】地域防災力強化に向けた自主防災組織の活動支援 
◆平成29年度は自主防災組織ﾘｰﾀﾞｰ育成研修を府内４箇所で実施。 
  ⇒ 受講者数：450人(予定)（平成28年度：464人） 

◆平成26年度から3年計画で、津波浸水想定区域内の沿岸市町が行う自主防災組織への  
避難用資機材の配備を支援。 車イスけん引装置、リヤカー、タンカ等の資機材は、避難行動要
支援者も参加する避難訓練で活用。 
  ⇒ 配備を支援した自主防災組織：639団体（平成26年度から平成28年度） 

◆平成28年度からは、土砂災害警戒区域等で活動する自主防災組織に関しても、 
避難用資機材の配備支援や、避難誘導灯の設置補助を実施。⇒2団体(平成28年度) 
 

平成29年度自主防災組織リーダー育成研修 
  10/26 大東市立文化ホール  
  11/13 和泉市立人権文化センター 
  11/22 堺市立勤労者総合福祉センター    
    12/1      大阪府庁 



 
 

③自助・共助の重要性と自主防災組織 
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 昭和３０年代、伊勢湾台風(※)の被害を受けて災害対策基本法が 

  昭和３６年１１月に成立。防災基本計画において、公的な文書の中で 

  「自主防災組織」という言葉が初めて使われた。 

 平成７年１月の阪神・淡路大震災を契機に「自分たちの地域は自分たちで守る」
という観点から自主防災組織の重要性が見直され、各地で自主防災組織の育成
に積極的に取り組まれるようになった。 

（出典：消防庁「自主防災組織の手引き」） 

自主防災組織とは 

府内４３市町村の自主防災組織の数 

平成２８年４月現在 約２，７００団体 （９０．０％、全国平均８１．７％） 

（出典：「平成28年度版消防白書」より） 

※1959年（昭和34年）9月の伊勢湾台風災害は、日本の災害史上最大の風水害と 

 言える巨大な規模であって、死者・行方不明5,098人、住家の流失・全壊40,862戸、 

 半壊113,068戸、浸水363,611戸などの激甚な被害をもたらしました。 

自主防災組織に関する基礎知識 
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活動内容 例 

避難誘導 安否確認、集団避難、避難行動要支援者への援助など 

救出・救護 救助用資機材を使用した救出、負傷者の救護など 

出火防止・初期消火 消火器や可搬式ポンプによる消火など 

情報伝達 
地域内の被害情報や避難状況の市町村への伝達、 
救援情報などの住民への周知など 

物資分配 物資の運搬、給食、分配 

指定避難所の自主的運営 

 
平
常
時 

（出典：大阪府地域防災計画 平成29年） 

活動内容 例 

防災に対する心構えの普及啓発 ミニコミ誌発行、講習会の開催など 

災害発生の未然防止 
消火器などの防災用品の頒布あっせん、家具の安全診断・固定、 
建物や塀の耐震診断など 

災害発生への備え 
避難行動要支援者の把握、指定緊急避難場所・指定避難路・避難所 
津波避難ビル等の把握、防災資機材や備蓄品の管理など 

災害発生時の活動の習得 情報伝達・避難・消火・救急処置・指定避難所開設運営・炊き出し訓練など 

復旧・復興に関する知識の習得 

自主防災組織の活動内容 

 
災
害
時 

自主防災組織に関する基礎知識 
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 阪神・淡路大震災では、がれきの下から救出された人のうち約８割が家族や近
所の住民らなどによって救出されたという報告がある。 

 普段から支え合う関係が、大規模災害における犠牲を最小限に食い止めるために
大きな役割を果たしている。 （出典：消防庁「自主防災組織の手引き」） 

約８割 

自助・共助の重要性 

34 

 



避難所運営へのご協力を 

35 

➢避難所運営に市町村職員が忙殺され、復旧や復興への行政事務の実施が困難な事例が発生。 
 他方、被災市町村の職員がいない避難所もあり、避難者のニーズを市町村が把握できない事例もあった。 
 

➢被災者の中には様々な支援を受けることが当然と考え、避難所においても全て行政職員で運営を行う   
   ことが原則であると考えている人がいる。 
 

➢平常時から、住民による自主運営ができる仕組みづくりができていない避難所があった。   
 さらに、自主運営が開始できないまま一定期間が経過した避難所については、自主運営への移行が困
難となり、市町村の業務量が増大したまま、その他の災害対応業務等へ影響を与えている場合があった。 
 

内閣府 熊本地震を踏まえた応急対策・生活支援策の在り方について(報告)より抜粋 

南海トラフ巨大地震などの大規模災害が発生した場
合、地方公共団体の職員や消防隊員は救命救急活
動に注力せざるを得ないことが予想される。 
できる限り「公助」に依存せず、「自助」「共助」の精神
に基づき、地域コミュニティが避難所の開設・運営な
どを行う体制づくりが課題となっている。 

内閣府 地域主役の避難所開設・運営訓練ヒント集 より抜粋 



 避難所は災害時等に市町村長が開設・管理・運営し、被災者に安心安全を提
供する場所。 

 市町村避難所担当職員、施設管理者、自主防災組織等、地域住民の代表
者で構成する避難所運営委員会は、平常時及び災害時において避難所運営
に関する様々な活動を行う。 

 障がい者や高齢者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にとっては、急激な生活変
化となることから、福祉避難室の設置など、十分な配慮が必要。 

(出典：避難所運営マニュアル作成指針、平成29年3月大阪府) 避難所運営へのご協力を 
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配慮を要する方への対応 

□十分な栄養（栄養食品等） 
□就寝場所から離れた場所に育児室を設置 
□授乳場所、ミルク用の湯、哺乳瓶の清潔 
□離乳食等の乳幼児用食料    
                         など  

〔例〕妊産婦、乳幼児の場合  



避難所等における男女共同参画 

・女性用の物資が不足 
・授乳や着替えの場所が無い 
・避難所の食事準備を割り振られる 
・仮設住宅の運営は男性のみ 
・プライバシーの確保の不足・・・   など 

避難所等で女性の視点が不十分 

避難所における取組事例 

□ 異性の目線が気にならない物干し場、更衣室、休養スペース等の設置 
□ 授乳室 
□ 安全で行きやすい場所の男女別トイレ(鍵を設置)・入浴設備の設置 
□ 混みやすい女性用トイレの数を多めに設置 
□ 女性用品（生理用品、下着等）の女性の担当者による配布 
□ 配偶者からの暴力の被害者等の避難者名簿の管理徹底 
□ 避難者による食事作り・片付け、清掃等の役割分担 
□ 男女両方の相談員の配置  
□ 防犯ブザーの配布        など 

出典：内閣府男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針 

東日本大震災や 
熊本地震での声 
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●指定避難所【再現】訓練 
 

・東日本大震災において、実際に避難所運営の経験を持つ講師により、当時の事例を再現。    
  地域の自主防災会や消防団、学生ボランティア、小中学生などが参加。 
・サイレンとともに訓練を開始、一時避難場所へ避難し、避難所では班分けに基づき、物資班や  
  警備班などに分かれた。様々な世代を配置し、多様な意見がでるよう工夫した。 

 
●活動の成果 
・当時の状況を追体験することで、被災経験がない方
々に災害時の状況や段取りを具体的にイメージしても
らうことができた。 
 

・「今後は避難所の開設や運営の訓練も、今日の経
験を生かしてぜひ取り入れたい。地域主体の防災・減
災意識を高めることができた」との声があった。 
 

避難所運営へのご協力を ～茨木市避難所再現訓練～ 
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ＨＰ 大阪府 自主防災組織 事例集 検索 

【参考】 
市町村及び自主防災組織等における 
防災・減災に係る特色ある取組についての事例集 
( 府ＨＰhttp://www.pref.osaka.lg.jp/kikikanri/keihatsu/sosiki.html)  

http://www.pref.osaka.lg.jp/kikikanri/keihatsu/sosiki.html


（避難行動要支援者名簿） 

 避難行動要支援者とは、災害発生時に自ら避難することが困難な者で、円滑かつ迅速
な避難の確保を図るため特に支援を要するもの。 

 市町村は、地域防災計画の定めるところにより、避難行動要支援者について避難の支援、
安否の確認その他の避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために必
要な措置を実施するための基礎とする名簿を作成しておかなければならない。 

（H25改正・災害対策基本法第49条の10／平成26年4月施行） 

 

 

名簿の活用方法 

 名簿は、本人の同意を前提に、平常時から避難支援等関係者※に提供。 

 発災時には、名簿情報をもとに円滑かつ迅速な避難支援等を実施（同意の有無に関わらず）。 

 避難支援等関係者が適正な情報管理を図るよう、市町村において適切な措置を講ずる。 
 ※避難支援等関係者・・・消防機関、民生委員、自主防災組織など。 

（名簿の記載事項／法第49条の10第2項） 

・氏名 ・生年月日 ・性別 ・住所又は居所 

・電話番号その他の連絡先 

・避難支援等を必要とする理由 等 

（避難行動要支援者の要件例） 

・高齢者 ・身体障がい者 ・知的障がい者 

・精神障がい者 ・難病患者 ・乳幼児 ・妊産婦 

・自ら掲載を希望した者 等 

避難行動要支援者 

39 



⑤府民の皆さまにお願いしていること 

           「逃げる」の徹底 
 

     「勇気を持って、命を守る行動をする」 
 

 正しい知識 
 正しい情報 
 正しい行動 の“習慣化”を        
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職場や家庭では 
 

みんなで災害時の対応、連絡方法などを 
確認しておく 

話し合っておくべきこと（例） 

①自分たちの住む地域・職場・通勤（通学）経路の   
  リスクを確認 
②避難所や広域避難場所への経路確認（昼・夜） 
③家族や従業員との連絡方法 
④備蓄品と保管場所の確認 
⑤非常持出品の準備（季節ごと）  
⑥生活再建のための備えについて など 

⇒ ハザードマップを調べる 

⇒ メール・ＳＮＳ等を活用する 
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堺市総合福祉会館 

地域での標高表示・津波避難ビル 

堺市総合福祉会館 42 
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■ 「洪水リスク表示図」 
   http://www.river.pref.osaka.jp/ 

災害リスクの把握 —府管理河川の洪水リスク表示図— 
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このほかに、各市町村が作
成するハザードマップがある。 
 
洪水や土砂災害、津波災
害などのリスクとともに、避
難に関する情報等が記載
されている。 



避難情報に注意 
市町村から発令される避難情報には、以下のものがあります 
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Ｙ 

避難情報の入手と活用  —河川カメラの活用— 
パソコンやスマートフォンから河川のライブ画像が確認できます！ 

QRコード 

大阪府 画像公開システム 検 索 

URL: http://www.osaka-pref-rivercam.info/ 

地域からも選択できます 
 ・北大阪  ・大阪市内  ・東部大阪 
 ・南河内  ・泉州     ・府下全域 
 

①パソコンやスマートフォンで検索 ②地図上から見たいカメラをクリック ③河川の状況が確認できます 

自然災害に対しては「自らの判断で避難行動をとること」が原則です。どこでどのような情報を入手
できるか、日頃から確認しておきましょう。大阪府では、みなさんの避難行動につなげるため、平成２
７年度より河川の状況がライブでわかる“河川カメラ”の設置をすすめています。災害時には、河川
の状況などを確認の上、適切に避難しましょう。 

パソコンから 

スマートフォンから 

平常時の様子 

府下全域で65台の河川カメラが閲覧できます 
（平成29年2月末現在） 

現在の様子 
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防災情報を手軽にあなたのもとへ 

「防災情報メール」に登録をお願いします。 

携帯メールアドレスを「防災情報メール」に登録していただくと、 
•特別警報、大雨洪水警報などの気象情報、台風     
 地震・津波情報、土砂災害警戒情報、水防警報情報 
•避難勧告・指示の避難情報、避難所開設情報 
•その他緊急情報（国民保護情報等）  

   など、さまざまな防災情報を受け取ることができます。 
 

受け取る情報については、市町村を限定した条件設定が可能です。 

登録方法は？ 登録はとても簡単です！ 

「touroku@osaka-bousai.net」宛て（右のQRコードを読み取ると入力が省略できます）
に空メールを送信すると、自動的にご案内メールをシステムから送信します。 
ご案内のメールの内容を確認いただき、登録を行ってください。 
なお、登録料は無料ですが、メール受信にかかる通信料は必要です。 

マルチな防災情報を得るには… 
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 ●災害伝言ダイヤル１７１（NTT） 

 ●web１７１（NTT） 

 ●災害用伝言板（携帯各社） 

 ●災害用音声お届けサービス（携帯各社） 

   災害時に安否確認ができるサービスです。利用方法など詳しくは、各社ホームページをご覧ください。 

   また、「１７１」「web１７１」「災害用伝言板」は下記の期間に体験利用ができます。 

    ※体験利用できる日 

   ・毎月1日・15日 

   ・正月三ヶ日（1月1日～1月3日） 

   ・防災週間（8月30日～9月5日） 

   ・防災とボランティア週間（1月15日～1月21日） 
  

 
熊本地震では、 
「携帯大手３社によると、１４日と１６日の大きな地震の発生直後から電話回線が混線し、つながり
にくくなった。停電で基地局にトラブルが生じて通話に支障が起きた可能性もある。一方、ＳＮＳが使う
インターネット回線に目立った障害はなく、ラインやツイッターでの通信はほぼ可能だった。 
中でも東日本大震災後に普及した無料通信アプリ『ＬＩＮＥ(ライン)』は震災の教訓から付け加えた
機能『既読』や多人数でやり取りを共有できる特性が生かされた。」 
                                                (平成28年5月7日 毎日新聞) 
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災害時の安否確認方法（例）       



■大規模災害時には、食料供給の減少が予想されるほか、食料品の需要が 

 一時的に集中し、品薄状態や売り切れ状態になるおそれがある。 

■避難所までの道路網の寸断等により、自宅での避難に備える必要がある。 

  ＜備蓄量の目安＞ 

   食料品等：最低でも３日分、できれば１週間分程度 

 水の目安は、１人当たり１日３リットル 

 米や缶詰、鍋等のほか、熱源として、カセットコンロ、ボンベも 

 普段使いの食料品を少し多めに「買い置き」し、消費した分は新しく買い足す 【家

庭内循環備蓄方式（ローリングストック方式）】 

                 ＜出典：農林水産省 「緊急時に備えた家庭用食料品備蓄ガイド」より作成＞ 

非常時の持ち出し品 
 ➢飲料水、携帯食、懐中電灯など 
 ➢これだけは持っていたい、という最低限の備え 

家庭での備蓄 
➢最低３日分！ できれば１週間分の備蓄を！  

家庭での備蓄・非常時の持ち出し 

減災グッズチェックリストは、 

阪神・淡路大震災記念 

人と防災未来センターホームページ
(http://www.dri.ne.jp/） 

からダウンロードできます 

チェックリストも活用！ 

熊本地震では、家庭における水や食料の備蓄が十分ではなく、前震直後は 

県や市町村の備蓄で対応したが、本震後は18万人を超える避難者が一斉に
発生し、物資が不足。【H28.12熊本県による検証報告より】 
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津波・高潮ステーション 
（http://tsunami-osaka.jp/） 

 大阪市西区江之子島2-1-64  

大阪で過去に起こった高潮や 

南海トラフ巨大地震津波 

発生時の対応などを学ぶことが 

できる施設です。 

大阪の防災関連施設のご紹介     

大阪市立阿倍野防災センター 
（http://www.abeno-bosai-
c.city.osaka.jp/） 

地震直後の町並みなどを体感し、 

消火・避難・救助といった一連の 

行動をリアルに体験することが 

できる施設です。 

〇震度７体験コーナー 

大阪府立狭山池博物館 
（http://www.sayamaikehaku.
osakasayama.osaka.jp/） 

日本最古のダム式ため池、 

狭山池の土木遺産を 

そのまま保存・展示しています。 
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大阪への万博誘致にご支援・ご協力を！！ 

 大阪・関西は、2025年万博の誘致をめざしています。 

 この万博は、「いのち輝く未来社会のデザイン」を 

テーマに掲げ、一人一人が心身ともに豊かさを感じられる社会

の実現をめざします。 

 万博誘致の実現に向け、皆様のご支援・ご協力をよろしく 

お願いいたします。 
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